
（目　　的）

第１条 　この規約は、伊賀市自治基本条例（平成１６年伊賀市条例第２９３号）第２５条並びに第２６条

の規定に基づき住み良い地域生活環境の確保に資するため、住民相互の連帯を深め、住民

の創意工夫と責任のもと、地域への愛着と住みよさが実感できる古山地区を形成していくこと

を目的とする。

（名称及び位置）

第２条　１項 　この会は、古山地区住民自治協議会(以下「協議会」という。)と称する。

　　　　　２項 　協議会の事務処理を行うため、事務局を次のとおり置く。

　伊賀市蔵縄手３７０番地の２　古山地区市民センター内

（活動の範囲）

第３条 　協議会の活動は、古山地区内とする。ただし、他の団体等と協力又は連携して活動する場

合はこの限りではない。

（会　　員）

第４条　 　協議会の会員は、古山地区住民及び地区内に住所を置く事業所及び団体とする。

（事　　業）

第５条　 　協議会は、第１条の目的を達成するため次の事業を行う。

　(1)　地域振興計画の策定に関すること

　(2)　地域振興事業の実施に関すること

　(3)　地域振興事業経費の算定と地区内負担金徴収に関すること

　(4)　古山地区市民センターの施設管理及び伊賀市委託業務に関すること

　(5)　その他目的達成のため必要な事業

（役　　員）

第６条　　１項　協議会に次の役員を置く。

　　会　　長　　　１人

　　副会長　　　 １人

　　会　　計　　　１人

　　監　　事　　　２人

　　事務局長　　１人

２項 　会長、副会長、会計及び監事は、総会において選出する。

３項 　事務局長は、総会の同意を得て会長が任命する。

（役員の職務）

第７条　 　協議会の役員の職務は次のとおりとする。

　（１）会長は、協議会を代表し、会務を総括する。
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　（２）副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代行する。

　（３）会計は、協議会の会計事務を処理する。

　（４）監事は、協議会の事業の執行状況及び会計を監査し、総会に報告する。

　（５）事務局長は、協議会事務を総括する。

（役員の任期）

第８条　１項 　前条の役員の任期は２年とする。ただし、再任は妨げない。

　　　　　２項 　補欠により選出された委員及び役員の任期は、前任者の残任期間とする。

（会　　議）

第９条　１項 　協議会の会議は総会及び幹事会、実行委員会（以下「会議」という。）とし、公開を原則とす

る。

　　　　　２項 　会議は、過半数以上の委員又は幹事の出席がなければ開催できない。

　　　　　３項 　会議の議事は、出席者の過半数をもって決し、可否同数のときは議長が決するところによる。

（総　　会）

第10条　１項 　総会は、役員、幹事及び各区から選出された当該年度の 実行委員をもって構成する。

　　　　　 ２項 　総会は、毎年1回定期総会を開催するほか、会長が必要と認めた場合は、臨時総会を開催

することができる。

　　　　　 ３項　　総会は会長が招集する。

　　　　　 ４項　　総会の議長は、その総会において、出席者の中から選出する。

　　　　　 ５項　　総会は次の事項を決定する。　

　(1)　地域振興に関する計画策定に関すること。

　(2)　協議会で推進する事業実施に係る予算、決算に関すること。 

　(3)　会長、副会長、会計、監事の選出及び事務局長の任命同意に関すること。 

　(4)　その他重要事項に関すること。

（幹事会）

第11条　１項 　協議会の事業を推進するため、幹事会を置く。

　　　　　 ２項 　幹事会は以下のもので構成する。

　(1)　会長、副会長、会計及び事務局長

　(2)　各区を代表する者（区長）

　(3)　自治協主催事業を担当する者（事業部担当幹事）

　(4)　福祉活動・地域文化関係の代表者（文化・福祉部会長）

　(5)　生活・環境活動推進、農業及び産業振興関係の代表者（環境・産業部会長）

　(6)　教育振興、体育及び健康推進関係の代表者（健康部会長）

　(7)　その他会長が必要と認める者

　　　　　 ３項　　幹事会は総会に付議する事案及び協議会の運営に関する事項を審議決定する。

　　　　　 ４項　　幹事会は、会長が招集し、議長となる。

　　　　　 ５項　　会長は、必要があると認めるときは、幹事会に幹事以外の者を出席させ、意見を求めること

ができる。
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（幹事会委員の任期）

第12条　１項 　前条第２項の委員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。

　　　　　 ２項 　補欠により選出された委員の任期は、前任者の残任期間とする。

（実行委員会）

第13条　１項 　会長は、総会及び幹事会で、決定された方針・計画に基づき諸事業を具体化するための

機関として、実行委員会を設ける。

　　　　　 ２項 　実行委員会に次の部及び部会を置く　

　(1)  事業部

　(2)　文化・福祉部会

　(3)　環境・産業部会

　(4)　健康部会

　　　　　 ３項　　前項に掲げる事業部には、正副担当幹事を置き、自治協が主催する地区納涼祭、地区農業

祭、地区慰霊祭の各事業を担当する。

　　　　　 ４項　　前項に掲げる事業部を除く各部会には部会長及び副部会長を置く。

　　　　　 ５項　　前年度の副部会長、事業部会副担当幹事は当該年度の部会長、担当幹事として部会及び

事業部を運営する。

　　　　　 ６項　　部会長及び事業部担当幹事は、事業実施を具体化するとともに、事業推進のための要員が

必要な場合は、事前に各区長へ選出を要請することができる。

　　　　　 ７項　　部会長及び事業部担当幹事は、事業計画に基づき、事業推進計画策定及び実行に努める

とともに、年度毎に事業の成果を幹事会へ報告するものとする。

８項　 　事業実施に必要な各事業間協力並びに調整事項については、事務局長と協議の上、事前

又は事後に幹事会に報告するものとする。

（経　　費）

第14条　１項　　協議会の推進する事業に要する経費は、協議会費、補助金、その他収入をもって充てる。

　　　　　 ２項 　協議会の会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。

（会　　費）

第15条　 　協議会費は、各戸別に徴収することとし、金額及び徴収方法は総会で決し、会長が各区長

に徴収を依頼する。

（委任事項）

第16条　 　この規約に定めるもののほか、協議会の事業推進に関し必要な事項は、会長が幹事会に

諮り別に定める。

附　則１（平成１７年）

１．この規約は、平成１７年４月１５日から施行する。

２．平成１７年度の会計年度は第１４条の規定にかかわらず、協議会設立の日から平成１８
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年３月３１日までとする。

附　則２（平成１９年）

この規約は、平成１９年４月２８日から施行する。

附　則３（２０１８年）

この規約は、平成３０年４月２７日から施行する。

附　則４（２０１９年）

この規約は、２０１９年４月２６日から施行する。

附　則５（２０２２年）

この規約は、２０２２年４月２８日から施行する。

附　則５（２０２３年）

この規約は、２０２３年４月２８日から施行する。

附　則６（２０２４年）

この規約は、２０２４年４月20日から施行する。
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